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○今回の決算のポイントについて、ご説明いたします。

○2018年度決算は、連結・個別ともに増収減益となりました。

○収入面・支出面は、記載のとおりでございますが、2018年度は、経常利益および当
期純利益は前年度に比べて減益となったものの、中期経営計画(2016-2018)の
総仕上げの年度として、計画達成に向けて、グループ一丸となって取り組み、財務目
標として掲げた連結経常利益2,000億円を達成するとともに、株主還元についても、
年間配当を１株あたり50円とすることができ、一定の成果を出すことができたと考えて
おります。

○2019年度の業績予想につきましては、連結経常利益2,000億円の見通しです。
2019年度の配当予想につきましては、１株当たり50円の配当を実施することを予
定しております。
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○今回の決算概要について、ご説明いたします。

○連結売上高につきましては、電気事業において、電灯電力料収入は減少したもの
の、地帯間・他社販売電力料が増加したことに加え、ガス・その他エネルギー事業や
情報通信事業の売上高が増加したことなどから、前年度に比べて1,740億円増加
し、
3兆3,076億円となりました。

○一方、経常費用につきましては、原子力プラントの運転再開による費用の減少があっ
たものの、小売と卸売を合わせた総販売電力量の増加や、燃料価格の上昇、火力
発電所の停止に伴う燃料の差替えなどによる費用の増加などから、前年度に比べて
増加しました。
また、台風21号による「災害特別損失」、国際事業における「関係会社投資損失」
を特別損失に計上しました。

○この結果、連結経常利益は前年度に比べて134億円減少し、2,036億円と
なりました。
また、連結当期純利益は前年度に比べて368億円減少し、 1,150億円となり
ました。



○連結ベースの有利子負債残高は、前年度末に比べて1,452億円増加し、
3兆8,534億円、自己資本比率は0.1%上昇し、20.9%となりました。

3



4

○個別決算における主要データについて、ご説明いたします。

○小売販売電力量につきましては、電力分野で契約電力が増加したことなどから、
前年度に比べて26億kWh増加し、 1,178億kWhとなりました。

○地帯間・他社販売電力量につきましては、前年度に比べて75億kWh増加し、
148億kWhとなりました。

○その結果、総販売電力量は、前年度に比べて101億kWh増加し、1,326億kWh
となりました。

○原子力利用率につきましては、原子力プラントの再稼動により、前年度に比べて
30.7％高い、54.6％となりました。

○出水率につきましては、前年度に比べて4.1％低い、103.1％となりました。

○全日本通関原油ＣＩＦ価格につきましては、前年度に比べて１バレル当たり
15.1ドル上昇し、72.1ドルとなりました。

○為替レートにつきましては、前年度と同様の1ドル111円となりました。



○金利につきましては、前年度に比べて0.01％上昇し、1.00％となりました。
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○個別決算における経常収益・費用の増減について、ご説明いたします。

○経常収益につきましては、電気事業において、電灯電力料収入は減少したものの、

地帯間・他社販売電力料が増加したことなどから、前年度に比べて1,188億円増加

し、2兆8,237億円となりました。

○経常費用につきましては、原子力プラントの運転再開による費用の減少があったもの

の、総販売電力量の増加に伴う費用の増加や燃料価格の上昇などから、前年度に

比べて1,338億円増加し、2兆6,932億円となりました。

○以上により、経常利益は前年度に比べて149億円減少し、 1,305億円となりまし
た。
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○連結決算における経常収益･費用について、ご説明いたします。

○経常収益につきましては、電気事業の増収に加え、ガス・その他エネルギー事業や
情報通信事業の売上高が増加したことなどから、前年度に比べて1,906億円増加
し、
3兆3,601億円となりました。

○経常費用につきましては、原子力プラントの運転再開による費用の減少があったもの
の、総販売電力量増加に伴う費用の増加や燃料価格の上昇、連結子会社における
費用の増加などから、前年度に比べて2,041億円増加し、3兆1,565億円となりまし
た。

○以上により、経常利益は前年度に比べて134億円減少し、2,036億円となりまし
た。
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○セグメント別の決算概要について、ご説明いたします。

○電気事業につきましては、総販売電力量が増加したことなどから、外販売上高が増
加したものの、総販売電力量の増加に伴う費用の増加や燃料価格の上昇などから、
営業利益は前年度に比べて297億円減少し、1,405億円となりました。

○ガス・その他エネルギー事業につきましては、ガス販売量が増加したことや、ガス販売
価格が上昇したことなどから、外販売上高は増加したものの、子会社における利益が
減少したことなどから、営業損失は44億円となりました。

○情報通信事業につきましては、FTTHサービス・MVNO・電力小売サービスの加入者
が拡大していることなどから、外販売上高が増加、営業利益は前年度に比べて62億
円増加し、325億円となりました。

○その他につきましては、営業利益は前年度に比べて82億円増加し、386億円となり
ました。
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○連結決算における貸借対照表の増減について、ご説明いたします。

○資産につきましては、減価償却進行による減少はあるものの、設備投資や「原子力
発電施設解体引当金に関する省令」が改正されたことに伴い、資産除去債務相当
資産が増加したことなどから、前年度末に比べて2,722億円増加し、7兆2,573億
円となりました。

○負債につきましては、有利子負債や資産除去債務が増加したことなどから、前年度
末に比べて2,121億円増加し、5兆7,244億円となりました。

○純資産は、配当金の支払いなどによる減少があったものの、親会社株主に帰属する
当期純利益を1,150億円計上したことなどから、前年度末に比べて601億円
増加し、1兆5,329億円となりました。
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○2019年度の業績・配当予想について、ご説明いたします。

○連結・個別決算ともに、売上高につきましては、厳しい競争環境を踏まえ、総販売電
力量が減少すると見込んでいること、また、大飯発電所の再稼動に伴い2018年7月
に実施した電気料金値下げの影響が、通期で影響することなどから、減収となる見通
しです。

○経常費用につきましては、引き続き徹底した経営効率化に努めることに加え、総販売
電力量の減少に伴う燃料費の減少や購入電力料の減少などから、費用は減少する
見通しです。

○以上により、連結経常利益は2018年度とほぼ同水準の2,000億円となる見通しで
す。

○総販売電力量につきましては、対前年度で97億kWh減少の1,229億円を想定し
ております。

○なお、配当予想につきましては、 1株当たり中間配当25円、期末配当25円、年間
配当50円としております。
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